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【国による政策誘導・プロジェクトベースの技術開発】

カーボンニュートラルなインフラ、強靱なインフラ 等
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目標・ビジョン

☆技術開発においては、研究・開発・実装の段階で
試行錯誤、現場ニーズ・技術シーズの摺り合わせ
などのスパイラルアップさせるプロセスが重要
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☆技術開発においては、研究・開発・実装の段階で
試行錯誤、現場ニーズ・技術シーズの摺り合わせ
などのスパイラルアップさせるプロセスが重要

研究 開発 社会実装

社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会 技術部会 分野横断的技術政策ＷＧ とりまとめ

国による技術開発の一貫した力強い牽引のために、国は政策の目標（ビジョン）や
ロードマップ、技術開発のニーズを示し、必要な支援を行うとともに、プロジェクト
ベースで先行的に活用するための仕組みを構築し、技術の開発・改良を促すべき。

〔本文３－１．１）国による技術開発の一貫した力強い牽引〕

●ビジョン

●ニーズ

●ロードマップ

「分野横断的WGとりまとめ 参考資料」より作成



第５期国土交通省技術基本計画の位置づけ
第5期国土交通省技術基本計画概要
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新たな国土交通省技術基本計画の位置づけ

新たな国土交通省技術基本計画
（計画期間・５年＜令和８～１２年＞）

○策定において検討された内容は、適宜別途検討中の政府計画へ
○策定された結果は省内関係部局の計画へ反映

交通政策
基本計画

（５年）
【※検討中】

等

社会資本整備
重点計画

（５年）
【※検討中】

科学技術・
イノベーション

基本計画
（５年）

【 R8予定※2 】

関連する政府計画 国土交通行政全体に係る政府計画

技術部会へ
の提言

・社会資本メ
ンテナンス戦
略小委員会

・分野横断的
技術政策WG

地球温暖化
対策計画
（16年）

【R7.2月】

国土強靱化基
本計画【R5.7月】

実施中期計画
【R7.6月予定※１】

道路分野に
おける新技
術導入促進

方針

港湾の技術
開発にかか
る行動計画

空港技術
基本計画

国土地理院
研究開発

計画

国土技術政
策総合研究
所研究方針

※１：国土強靱化の推進に関する関係府省庁連絡会議（第３３回）資料２より ※２：総合科学技術・イノベーション会議基本計画専門調査会（第１回）資料２より

省内関係部局における技術計画

国立研究開
発法人土木

研究所
中長期計画

国立研究開
発法人建築

研究所
中長期計画

国立研究開
発法人海上・
港湾・航空技

術研究所
中長期計画

研究機関における計画
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第５期国土交通省技術基本計画で示した将来の社会イメージ

実現を目指す20～30年後の将来の社会イメージ

①国土、防災・減災 ②交通インフラ、人流・物流 ③くらし、まちづくり

④海洋 ⑤建設現場 ⑥サイバー空間
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第7期科学技術・イノベーション基本計画に向けた目指すべき未来社会像等の論点【議論中】

目指すべき未来社会像と国家の在り方に係る論点（例）

• 第６期基本計画では、我が国が目指す社会として、①国民の安全と安心を確保する持続可
能で強靱な社会、②一人ひとりの多様な幸せ（Well-being）が実現できる社会を掲げている。
その後の情勢変化等も踏まえつつ、目指すべき未来社会像をどのように考えるべきか。

• 国際秩序が不安定化する中、国力を高め、安全保障を確保する動きが国際的に進んでいる
が、 どのように対応するべきか。

• 我が国は、少子高齢化・人口減少、さらには地方の疲弊等の課題に直面しているが、どのよ
うに 活力ある経済・社会を構築していくか。

• 国民一人ひとりのWell-beingを追求する上で、国家の在り方をどのように考えるか。

• 我が国は、気候変動等のグローバル課題の解決に積極的に貢献し、国際社会から信頼され
る 国を目指すべきではないか。

総合科学技術・イノベーション会議 基本
計画専門調査会（第１回）（2025.1.17）
資料２，３より作成

科学技術・イノベーションを巡る潮流に係る論点（例）

• デジタル技術の急速な進展や新型コロナウイルス感染症のような社会的要請が 相まって、
基礎研究の成果が社会実装されるまでの期間がこれまで以上に短縮 されつつあるのではな
いか。基礎研究への支援強化と、社会実装を見据えた研 究開発をいかに進めていくか。

• 主要国では、経済安全保障の確保が優先課題となり、サプライチェーンの強化 を含め、重要
技術の確保に向けた科学技術・イノベーション政策を推進している なか、経済安全保障との
連携をどのように捉えるべきか。

• 科学技術の進展は、経済発展や社会の利便性向上をもたらす一方、環境破 壊などの負の
側面もある。また、社会を大きく変革し得るテクノロジーが発展しつ つある中、科学技術の発
展とどのように向きあうべきか。 5



国土交通行政に係る計画で検討中の「目指す社会の姿」
第５２回社会資本整備審議会計画部会及び
第５０回交通政策審議会交通体系分科会計画部会 資料１・資料２より【次期社会資本整備重点計画の目指す社会の姿】

【次期交通政策基本計画の目指す社会の姿】

【目指す社会の姿（案）】【重点目標（案）】

・地域経済の核となる集積づくりと広域連携
・地域の将来像を踏まえたインフラの再構築
・包摂社会に向けた地域づくりと豊かで快適な生活環境

○活力のある持続可能な地域社会の形成

・持続的で力強い経済成長の実現
・暮らしと経済の礎となる防災・減災、国土強靱化

○強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会

・2050カーボンニュートラルの実現、自然共生社会の実現、資源循環型の経
済社会システムの構築

○インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

・地域のインフラを支える自治体の管理機能の維持
・建設業・運輸業等の担い手の確保・育成、DXによる生産性向上
・新技術・DXによるインフラの価値向上

○戦略的・計画的な社会資本整備を支える
基盤の強化

【我が国の交通分野が目指す社会の姿】

①未曾有の人口減少・少子高齢化に的確かつしなやかに対応した地域の実現

②内外の諸情勢に対応した豊かさを支える成長型の経済の実現

③防災・減災、安全・安心、環境や多様性等が確保された持続可能な社会の着実な形成

④デジタル・新技術の社会実装による、多様な社会課題への効率的・効果的な対応

新計画の「ビジョン」については、第５期で策定したものを踏襲しつつ、現在検討中の国土交通行政
に係る他の計画で提示された「目指す社会の姿」を踏まえ必要に応じて検討することでよいか 6
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社会資本整備を取り巻く社会経済情勢の変化 第５２回社会資本整備審議会計画部会及び
第５０回交通政策審議会交通体系分科会計画部会 資料１より
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交通政策基本計画の検討で考慮された社会経済情勢の変化
第５２回社会資本整備審議会計画部会及び
第５０回交通政策審議会交通体系分科会計画部会
資料２より
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第５期国土交通省技術基本計画策定時からの大きな変化

３．激甚化・頻発化する自然災害

・首都直下地震、南海トラフ地震などの切迫する巨大地震・津波や、気候変動の影響による自然災害の激甚化・頻発化
・令和６年度能登半島地震の教訓を踏まえた、発災後の応急対応や平時からの被害の防止・軽減のための措置等の対策強化

２．グローバル化のさらなる進展

・経済安全保障の確保が優先課題となり、サプライチェーンの強化を含め、重要技術の科学技術・イノベーション政策を推進
・研究セキュリティ、研究インテグリティの議論が活発化

５．デジタル革命の加速

・AI、自動化などの新技術の急速な進展
・サイバーセキュリティなどの国家安全保障の観点からの対応の必要性

１．人口減少等による地域社会の変化

・今後、小規模都市から中規模都市へと地方都市の人口減少が加速化し、地域に必要な生活サービス機能の維持が困難に
・東京などの大都市圏への人口集中に歯止めをかけ、多様な人々が多様な幸せ（Well-being）が実現できる包摂的な社会が重要

６．グリーン社会実現に向けた動き

・2050年ネット・ゼロに向けて、2035、2040年度に、温室効果ガスを2013年度からそれぞれ60％、73％削減とする目標を新たに設定
・カーボンニュートラルに加えて、ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミー等の世界的な潮流の高まり

４．加速化するインフラの老朽化

・人口減少による地域社会の変化に即応したインフラの維持管理、撤去・集約化
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○地域の担い手確保、生産性向上

○活力ある地域社会の形成による地方創生

○国際秩序が不安定化の中での経済安全保障の確保

○激甚化・頻発化する災害対策

○インフラ維持管理の課題の深刻化

○ＡＩ等の社会変革をもたらす最新技術の迅速な社会実装

○脱炭素成長型経済構造への移行、ネイチャーポジティブ、サー
キュラーエコノミー等の世界的な潮流

社会情勢を踏まえて新たな技術基本計画で扱うべき視点（案）

昨今の国土交通分野を取り巻く情勢の変化や課題を踏まえ、
今後の技術開発政策の検討にあたり社会的課題として考慮すべき視点
について、ご意見をいただきたくお願い致します。
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①新たな技術基本計画（新計画）について、本部会に報告された提
言や昨今策定された政府計画を踏まえるとともに、現在並行して
検討されている政府計画と適宜整合を図るものとする。

②将来の姿（ビジョン）については、現計画や関連する政府計画を踏
まえて必要に応じて検討を行う。

③新計画のために基本的な政策を検討する際、技術開発のニーズ
について、ビジョンからくるバックキャストと、昨今の国土交通分野
を取り巻く情勢の変化や課題を踏まえたフォアキャスト両方の視点
から検討を行う。

④新計画で示すロードマップについては、新計画を踏まえ策定される
各部局の技術計画も考慮し、主要な施策について検討を行う。

新たな技術基本計画検討にあたっての基本的な方針（案）

新たな技術基本計画の策定の基本的な方針について、

この他留意すべき点があればご意見をいただきたくお願い致します。 11



新たな技術基本計画策定に向けた今後の進め方（案）

技術部会

第36回（本日）

R7.3.14
○第5期計画のフォローアップ
○分野横断的技術政策ＷＧについて
○新たな技術基本計画について

○関連計画等の動向について
○新たな技術基本計画の方向性について

R7春頃

○原案のパブリックコメント

○新たな技術基本計画の公表

R7年度内

第29～35回

R4.8～
R6.5

○第5期計画のフォローアップ

R7夏頃

R7年内

○関連計画等の動向について
○新たな技術基本計画の骨子案について

○関連計画等の動向について
○新たな技術基本計画の原案について

○関連計画等の動向について
○新たな技術基本計画（案）について

○関係する団体等からの意見聴取
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